
法人運営拠点区分貸借対照表
平成29年 3月31日現在

法人名    社会福祉法人　深谷市社会福祉協議会

第三号第四様式（第七条関係）
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事業・拠点   [0111:法人運営]

(単位：円)

資    産    の    部
当年度末 前年度末 増    減

負    債    の    部
当年度末 前年度末 増    減

流動資産   67,967,543   80,927,052 △12,959,509 流動負債   21,297,775   35,098,521 △13,800,746
  現金預金   67,767,543   53,856,830   13,910,713   事業未払金   20,745,609   34,330,769 △13,585,160
  事業未収金      200,000   27,070,222 △26,870,222   預り金        6,424       56,164     △49,740
固定資産  526,506,623  546,079,252 △19,572,629   職員預り金      440,742      711,588    △270,846
基本財産  340,244,320  350,043,982  △9,799,662   前受金      105,000            0      105,000
  建物  327,744,318  337,543,980  △9,799,662 固定負債   58,291,150   68,545,710 △10,254,560
  建物付属設備            2            2            0   退職給付引当金   58,291,150   68,545,710 △10,254,560
  定期預金   12,500,000   12,500,000            0 負債の部合計   79,588,925  103,644,231 △24,055,306
その他の固定資産  186,262,303  196,035,270  △9,772,967
  構築物      356,685      384,825     △28,140                            純  資  産  の  部                            
  車輌運搬具    3,782,421    5,379,144  △1,596,723 基本金   12,500,000   12,500,000            0
  器具及び備品       28,107       48,971     △20,864   基本金   12,500,000   12,500,000            0
  権利       76,440       76,440            0 基金  104,700,000  104,700,000            0
  自動車リサイクル預託金      163,370      163,370            0   その他の基金  104,700,000  104,700,000            0
  事業区分間長期貸付金        5,550        5,550            0 国庫補助金等特別積立金  185,091,353  191,646,007  △6,554,654
  退職手当積立基金預け金   45,814,330   52,948,450  △7,134,120   国庫補助金等特別積立金  185,091,353  191,646,007  △6,554,654
  退職給付引当資産    7,985,400    8,978,520    △993,120 その他の積立金   23,350,000   23,350,000            0
  福祉基金積立資産  104,700,000  104,700,000            0   その他の積立金   23,350,000   23,350,000            0
  その他の積立資産   23,350,000   23,350,000            0 次期繰越活動増減差額  189,243,888  191,166,066  △1,922,178

  次期繰越活動増減差額  189,243,888  191,166,066  △1,922,178
  （うち当期活動増減差額）  △1,551,796  △3,846,463    2,294,667
純資産の部合計  514,885,241  523,362,073  △8,476,832

資産の部合計  594,474,166  627,006,304 △32,532,138 負債及び純資産の部合計  594,474,166  627,006,304 △32,532,138







地域福祉活動拠点区分貸借対照表
平成29年 3月31日現在

法人名    社会福祉法人　深谷市社会福祉協議会

第三号第四様式（第七条関係）

  Page:   1

事業・拠点   [0112:地域福祉活動]

(単位：円)

資    産    の    部
当年度末 前年度末 増    減

負    債    の    部
当年度末 前年度末 増    減

流動資産   1,604,853   1,268,601     336,252 流動負債   1,259,156     949,964     309,192
  現金預金   △822,518   △182,233   △640,285   事業未払金     892,750     612,516     280,234
  事業未収金   2,394,251   1,420,000     974,251   預り金           0      68,648    △68,648
  前払金      33,120      30,834       2,286   職員預り金       3,356           0       3,356
固定資産     596,912     910,482   △313,570   前受金     363,050     268,800      94,250
その他の固定資産     596,912     910,482   △313,570 負債の部合計   1,259,156     949,964     309,192
  車輌運搬具     574,882     888,452   △313,570
  自動車リサイクル預託金      22,030      22,030           0                           純  資  産  の  部                          

次期繰越活動増減差額     942,609   1,229,119   △286,510
  次期繰越活動増減差額     942,609   1,229,119   △286,510
  （うち当期活動増減差額）   △286,510   △313,324      26,814
純資産の部合計     942,609   1,229,119   △286,510

資産の部合計   2,201,765   2,179,083      22,682 負債及び純資産の部合計   2,201,765   2,179,083      22,682



別紙２

計算書類に対する注記

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

定額法

(3) 引当金の計上基準

該当なし

２．重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1) 地域福祉活動拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(１０)）

(3) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(１１)）

５．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

該当なし



８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

車両運搬具     1,634,282    1,059,400      574,882

自動車リサイクル預託金        22,030            0       22,030

合            計     1,656,312    1,059,400      596,912

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



相談支援活動拠点区分貸借対照表
平成29年 3月31日現在

法人名    社会福祉法人　深谷市社会福祉協議会

第三号第四様式（第七条関係）

  Page:   1

事業・拠点   [0113:相談支援活動]

(単位：円)

資    産    の    部
当年度末 前年度末 増    減

負    債    の    部
当年度末 前年度末 増    減

流動資産     925,359     856,720      68,639 流動負債      99,255     103,696     △4,441
  現金預金     873,959     804,920      69,039   事業未払金      99,255     103,696     △4,441
  事業未収金      51,400      51,800       △400 負債の部合計      99,255     103,696     △4,441
固定資産   1,990,000   2,112,000   △122,000
その他の固定資産   1,990,000   2,112,000   △122,000                           純  資  産  の  部                          
  貸付事業貸付金   1,990,000   2,112,000   △122,000 次期繰越活動増減差額   2,816,104   2,865,024    △48,920

  次期繰越活動増減差額   2,816,104   2,865,024    △48,920
  （うち当期活動増減差額）    △48,920      31,846    △80,766
純資産の部合計   2,816,104   2,865,024    △48,920

資産の部合計   2,915,359   2,968,720    △53,361 負債及び純資産の部合計   2,915,359   2,968,720    △53,361



別紙２

計算書類に対する注記

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

該当なし

(3) 引当金の計上基準

該当なし

２．重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1) 相談支援活動拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(１０)）

(3) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(１１)）

５．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

該当なし



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



介護保険拠点区分貸借対照表
平成29年 3月31日現在

法人名    社会福祉法人　深谷市社会福祉協議会

第三号第四様式（第七条関係）

  Page:   1

事業・拠点   [0114:介護保険]

(単位：円)

資    産    の    部
当年度末 前年度末 増    減

負    債    の    部
当年度末 前年度末 増    減

流動資産   56,171,098   54,910,385    1,260,713 流動負債    1,355,442    1,183,072      172,370
  現金預金   45,138,096   42,920,141    2,217,955   事業未払金    1,143,973      962,074      181,899
  事業未収金   11,033,002   11,990,244    △957,242   職員預り金      211,469      220,998      △9,529
固定資産  105,538,563   91,906,358   13,632,205 固定負債   24,260,210    5,287,010   18,973,200
その他の固定資産  105,538,563   91,906,358   13,632,205   退職給付引当金   24,260,210    5,287,010   18,973,200
  車輌運搬具      630,971    1,461,151    △830,180 負債の部合計   25,615,652    6,470,082   19,145,570
  器具及び備品            2            2            0
  ソフトウェア            0      120,135    △120,135                            純  資  産  の  部                            
  自動車リサイクル預託金       65,140       65,140            0 国庫補助金等特別積立金      204,255      539,366    △335,111
  退職手当積立基金預け金   17,138,130    4,643,130   12,495,000   国庫補助金等特別積立金      204,255      539,366    △335,111
  退職給付引当資産    2,704,320      616,800    2,087,520 その他の積立金   85,000,000   85,000,000            0
  その他の積立資産   85,000,000   85,000,000            0   その他の積立金   85,000,000   85,000,000            0

次期繰越活動増減差額   50,889,754   54,807,295  △3,917,541
  次期繰越活動増減差額   50,889,754   54,807,295  △3,917,541
  （うち当期活動増減差額）  △4,194,695    7,413,503 △11,608,198
純資産の部合計  136,094,009  140,346,661  △4,252,652

資産の部合計  161,709,661  146,816,743   14,892,918 負債及び純資産の部合計  161,709,661  146,816,743   14,892,918



別紙２

計算書類に対する注記

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

定額法

(3) 引当金の計上基準

退職給付引当金：経理規程による

２．重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

全国社会福祉団体職員退職手当積立基金

埼玉県社会福祉事業共助会

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1) 介護保険拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(１０)）

(3) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(１１)）

５．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

該当なし



８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

車両運搬具     4,402,803    3,771,832      630,971

器具及び備品       130,408      130,406            2

ソフトウェア     1,801,695    1,801,695            0

自動車リサイクル預託金        65,140            0       65,140

合            計     6,400,046    5,703,933      696,113

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



障害福祉拠点区分貸借対照表
平成29年 3月31日現在

法人名    社会福祉法人　深谷市社会福祉協議会

第三号第四様式（第七条関係）

  Page:   1

事業・拠点   [0115:障害福祉]

(単位：円)

資    産    の    部
当年度末 前年度末 増    減

負    債    の    部
当年度末 前年度末 増    減

流動資産  30,977,711  27,710,629   3,267,082 流動負債     379,793     365,413      14,380
  現金預金  25,762,880  22,391,547   3,371,333   事業未払金     367,956     356,752      11,204
  事業未収金   5,203,135   5,305,601   △102,466   職員預り金      11,837       8,661       3,176
  前払金      11,696      13,481     △1,785 負債の部合計     379,793     365,413      14,380
固定資産  50,000,000  50,000,000           0
その他の固定資産  50,000,000  50,000,000           0                           純  資  産  の  部                          
  その他の積立資産  50,000,000  50,000,000           0 その他の積立金  50,000,000  50,000,000           0

  その他の積立金  50,000,000  50,000,000           0
次期繰越活動増減差額  30,597,918  27,345,216   3,252,702
  次期繰越活動増減差額  30,597,918  27,345,216   3,252,702
  （うち当期活動増減差額）   3,252,702   7,203,240 △3,950,538
純資産の部合計  80,597,918  77,345,216   3,252,702

資産の部合計  80,977,711  77,710,629   3,267,082 負債及び純資産の部合計  80,977,711  77,710,629   3,267,082



別紙２

計算書類に対する注記

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

該当なし

(3) 引当金の計上基準

該当なし

２．重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1) 障害福祉拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(１０)）

(3) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(１１)）

５．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

該当なし



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



屋内ゲートボール場拠点区分貸借対照表
平成29年 3月31日現在

法人名    社会福祉法人　深谷市社会福祉協議会

第三号第四様式（第七条関係）

  Page:   1

事業・拠点   [0211:屋内ゲートボール場]

(単位：円)

資    産    の    部
当年度末 前年度末 増    減

負    債    の    部
当年度末 前年度末 増    減

流動資産     217,910     260,433    △42,523 流動負債     217,910     260,433    △42,523
  現金預金     215,757     258,245    △42,488   事業未払金     217,910     260,433    △42,523
  事業未収金       2,153       2,188        △35 負債の部合計     217,910     260,433    △42,523
固定資産      43,571      52,941     △9,370
その他の固定資産      43,571      52,941     △9,370                           純  資  産  の  部                          
  建物      43,567      52,937     △9,370 次期繰越活動増減差額      43,571      52,941     △9,370
  建物付属設備           1           1           0   次期繰越活動増減差額      43,571      52,941     △9,370
  器具及び備品           3           3           0   （うち当期活動増減差額）     △9,370     △9,370           0

純資産の部合計      43,571      52,941     △9,370
資産の部合計     261,481     313,374    △51,893 負債及び純資産の部合計     261,481     313,374    △51,893



別紙２

計算書類に対する注記

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

定額法

(3) 引当金の計上基準

該当なし

２．重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)屋内ゲートボール場拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

５．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

該当なし



８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物       146,637      103,070       43,567

建物付属設備        68,297       68,296            1

器具及び備品       192,840      192,837            3

合            計       407,774      364,203       43,571

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



地域包括支援センター拠点区分貸借対照表
平成29年 3月31日現在

法人名    社会福祉法人　深谷市社会福祉協議会

第三号第四様式（第七条関係）

  Page:   1

事業・拠点   [0212:地域包括支援センター]

(単位：円)

資    産    の    部
当年度末 前年度末 増    減

負    債    の    部
当年度末 前年度末 増    減

流動資産   20,644,895   20,410,207      234,688 流動負債      634,120    1,028,917    △394,797
  現金預金   20,026,149   17,304,928    2,721,221   事業未払金      543,149      902,019    △358,870
  事業未収金      618,746    3,105,279  △2,486,533   職員預り金       90,971      126,898     △35,927
固定資産    9,169,679   19,252,088 △10,082,409 固定負債    8,856,860   21,464,230 △12,607,370
その他の固定資産    9,169,679   19,252,088 △10,082,409   退職給付引当金    8,856,860   21,464,230 △12,607,370
  車輌運搬具      624,749      720,888     △96,139 負債の部合計    9,490,980   22,493,147 △13,002,167
  自動車リサイクル預託金       10,180       10,180            0
  退職手当積立基金預け金    7,347,550   16,785,820  △9,438,270                            純  資  産  の  部                            
  退職給付引当資産    1,187,200    1,735,200    △548,000 次期繰越活動増減差額   20,323,594   17,169,148    3,154,446

  次期繰越活動増減差額   20,323,594   17,169,148    3,154,446
  （うち当期活動増減差額）    3,073,622    △587,185    3,660,807
純資産の部合計   20,323,594   17,169,148    3,154,446

資産の部合計   29,814,574   39,662,295  △9,847,721 負債及び純資産の部合計   29,814,574   39,662,295  △9,847,721



別紙２

計算書類に対する注記

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

定額法

(3) 引当金の計上基準

退職給付引当金：経理規程による

２．重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

全国社会福祉団体職員退職手当積立基金

埼玉県社会福祉事業共助会

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1) 地域包括支援センター拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

５．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

該当なし



８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

車両運搬具     1,490,000      865,251      624,749

自動車リサイクル預託金        10,180            0       10,180

合            計     1,500,180      865,251      634,929

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



障害者就労支援センター拠点区分貸借対照表
平成29年 3月31日現在

法人名    社会福祉法人　深谷市社会福祉協議会

第三号第四様式（第七条関係）

  Page:   1

事業・拠点   [0213:障害者就労支援センター]

(単位：円)

資    産    の    部
当年度末 前年度末 増    減

負    債    の    部
当年度末 前年度末 増    減

流動資産     372,470     439,274    △66,804 流動負債     372,470     451,678    △79,208
  現金預金   △731,445 △1,102,737     371,292   事業未払金     359,749     436,508    △76,759
  事業未収金   1,103,915   1,542,011   △438,096   職員預り金      12,721      15,170     △2,449

負債の部合計     372,470     451,678    △79,208

                        純  資  産  の  部                        
次期繰越活動増減差額           0    △12,404      12,404
  次期繰越活動増減差額           0    △12,404      12,404
純資産の部合計           0    △12,404      12,404

資産の部合計     372,470     439,274    △66,804 負債及び純資産の部合計     372,470     439,274    △66,804



別紙２

計算書類に対する注記

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

該当なし

(3) 引当金の計上基準

該当なし

２．重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1) 障害者就労支援センター拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

５．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

該当なし



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



成年後見支援事業拠点区分貸借対照表
平成29年 3月31日現在

法人名    社会福祉法人　深谷市社会福祉協議会

第三号第四様式（第七条関係）

  Page:   1

事業・拠点   [0214:成年後見支援事業]

(単位：円)

資    産    の    部
当年度末 前年度末 増    減

負    債    の    部
当年度末 前年度末 増    減

流動資産     169,074     214,524    △45,450 流動負債      22,084      64,524    △42,440
  現金預金   △277,114   △408,060     130,946   事業未払金      22,084      64,524    △42,440
  事業未収金     446,188     622,584   △176,396 固定負債       5,550       5,550           0

  事業区分間長期借入金       5,550       5,550           0
負債の部合計      27,634      70,074    △42,440

                          純  資  産  の  部                          
次期繰越活動増減差額     141,440     144,450     △3,010
  次期繰越活動増減差額     141,440     144,450     △3,010
  （うち当期活動増減差額）     △3,010     144,450   △147,460
純資産の部合計     141,440     144,450     △3,010

資産の部合計     169,074     214,524    △45,450 負債及び純資産の部合計     169,074     214,524    △45,450



別紙２

計算書類に対する注記

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

該当なし

(3) 引当金の計上基準

該当なし

２．重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1) 成年後見支援事業拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(１０))

(3) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(１１))

５．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

該当なし



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



生活支援体制整備事業拠点区分貸借対照表
平成29年 3月31日現在

法人名    社会福祉法人　深谷市社会福祉協議会

第三号第四様式（第七条関係）

  Page:   1

事業・拠点   [0215:生活支援体制整備事業]

(単位：円)

資    産    の    部
当年度末 前年度末 増    減

負    債    の    部
当年度末 前年度末 増    減

  現金預金 △2,924,500           0 △2,924,500 負債の部合計           0           0           0
  事業未収金   2,924,500           0   2,924,500

                        純  資  産  の  部                        
純資産の部合計           0           0           0

資産の部合計           0           0           0 負債及び純資産の部合計           0           0           0



別紙２

計算書類に対する注記

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

該当なし

(3) 引当金の計上基準

該当なし

２．重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1) 生活支援体制整備事業拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

５．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

該当なし



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし


